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　管理業務主任者本試験まで残りわずかとなってまいりました。本試験へ向けてラス
トスパートの時期です。この直前期の学習において重要なのは、今年の出題が予想さ
れる論点をマスターしておくことであり、その要望にお応えするため、本書を制作し
ました。

　管理業務主任者試験は、出題範囲が民法、管理委託契約書等の契約関係、区分所有
法や標準管理規約などのマンション管理、建築基準法・水道法・設備関係などの維持
保全、税会計、さらにはマンション管理適正化法と非常に多岐にわたります。受験生
にとっては、 1つの試験なのに科目によってはまるで方向性の異なる勉強を求められ
るため、苦戦される方も多いかと思います。さらには、個数問題や組合せ問題といっ
た、単純な「四肢択一」ではない出題形式も、受験生の方にとって厚い壁となってい
ることでしょう。
　しかし、それぞれの科目の主要な問題は、決して難問というわけではないため、過
去に出題された基本的な論点を確実に解答できれば、合格には十分なのです。

　本書は過去の出題論点や、ここ数年の出題傾向、最新の法改正情報を記載し、その
中から特に出題可能性の高い論点を50のチェックシートに分類しました。この50の
チェックシートを１週間でマスターできるように編集するとともに、受験生の方が陥
りやすい間違いをイラストや表にしたり、「　　　　」や「　　　　　」で解説をし
たりと、短期間で知識の復習と横断整理ができるような構成としております。

　これからの本試験までの短い期間をどれだけ有効に使えるかが、合否を左右すると
いっても過言ではありません。合格に必要な知識をできるだけ多く、そして正確に覚
えるため本書を活用し、皆様が合格を勝ち取れますよう、心よりお祈りいたしており
ます。

 平成30年７月
 ＴＡＣ管理業務主任者講座

1 解ける覚え方1 解ける覚え方

はしがき
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民法・区分所有法その他2日目

　宅建業法では、まず重要事項の説明をしっかり覚えよう。説明の方法や説明事
項が出題されている。また、それ以外の業務上の規制についても過去出題された
論点等は注意しておこう。

●重要事項の説明（35条書面）
　宅地建物取引業者は、土地・建物の売買等の契約が成立するまでの間に、物件の取得者
（買主や借主）になろうとする者に対して、宅地建物取引士（以下「取引士」）の記名押印
のある書面を交付し、宅地建物取引士をして一定の重要事項を説明させなければならな
い。

説明をする者 重要事項の説明は、取引士が行う。
専任の取引士でなくてもよい。

重要事項の
説明書の交付

重要事項の説明の際には、重要事項説明書を交付する。
重要事項説明書には、取引士が記名押印しなければならない。
説明の相手方が宅地建物取引業者の場合、説明書を交付するだけでよ
く、説明はしなくてもよい。

主任者証の提示 重要事項説明の際には、取引士は、取引士証を提示しなければならな
い。

説明の時期 契約が成立するまでに説明をする。

説明の相手方 買主・借主になろうとする者

●重要事項の説明事項（売買又は交換の場合。頻出のもの）

石綿（アスベスト）の使用の有無の調査結果が記録されているときはその内容

宅地建物が津波災害警戒区域内にあるときはその旨

宅地建物が土砂災害警戒区域内にあるときはその旨

住宅性能評価を受けた新築住宅であるときはその旨

耐震改修法に規定する基本方針のうち、技術上の指針となるべき事項に基づいて
耐震診断を受けたものであるときはその内容（昭和56年 6 月 1 日以降着工分を除く）
解ける覚え方 宅建業者が自ら耐震診断をする義務はない。

今年のヤマ今年のヤマ

前前フォーカスフォーカス前フォーカスフォーカス前フォーカス直直直直
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本書の特長と利用の仕方

問題解決に役立つ視点
からの覚え方が記載さ
れています。実践的に
覚えることができます。

解ける覚え方

各項目の簡単な内容や
考え方、最後に覚えて
おくべきポイント、ヤ
マである根拠などを記
載しています。今年の
本試験にポイントを
絞った最終確認と記憶
ができるはずです。

直前フォーカス

今年の本試験で狙われ
そうな箇所を示してい
ます。

今年のヤマ

今年の本試験に出題される可能性の高い事項を図表で
整理しました。必要に応じて具体的なケースを念頭に
置きながら、ポイントを押さえることができるように
記載しています。ここに記載されている事柄は、最低
限確認しておきましょう。本試験で、きっと役に立つ
はずです。またキーワードは赤ゴシック表記になって
いますので、どんどん覚えていきましょう。

本文
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●区分所有建物の売買又は交換の場合についての説明事項

①そのマンションを所有するための 1棟の建物の敷地に関する権利の種類と内容

②共用部分に関する規約の定め（その案を含む）があるときは、その内容

③専有部分の用途その他の利用の制限に関する規約の定め（その案を含む）があるとき
は、その内容 ◯◯❶

④その 1棟の建物又はその敷地の一部を特定の者にのみ使用を許す旨の規約の定め（そ
の案を含む）があるときは、その内容

⑤その 1 棟の建物の計画的な維持修繕のための費用の積み立てを行う旨の規約の定め
（その案を含む）があるときは、その内容及びすでに積み立てられている額 ◯◯❷

⑥そのマンションの所有者が負担しなければならない通常の管理費用の額（その案を含
む）◯◯❷

⑦その 1棟の建物及び敷地の管理が委託されているときは、その委託を受けている者の
氏名・住所 ◯◯❶

⑧その 1棟の建物の計画的な維持修繕のための費用、通常の管理費用、その他建物の所
有者が負担しなければならない費用を、特定の者にのみ減免する旨の規約の定め（そ
の案を含む）があるときは、その内容 

⑨その 1棟の建物の維持修繕の実施状況が記録されているときは、その内容

1 賃貸の場合については、③と⑦だけ説明する。

2 管理費等については、滞納額も説明する。

●住宅診断の説明の義務化　 法改正

　建物が既存の建物であるときは、次の事項も説明しなければならない。

建物状況調査（インスペクション）を実施しているかどうか、及びこれを実施している
場合におけるその結果の概要

設計図書、点検記録その他の建物の建築及び維持保全の状況に関する書類で国土交通省
令で定めるものの保存の状況

 
宅地建物取引業者Ｂが自ら売主として、買主Ａに対しマンションの一室の分譲
を行うにあたり、区分所有法第２条第３項に規定する専有部分の用途について、
管理規約で「楽器演奏禁止」の制限があったが、Ｂが、そのことに関してＡに
説明を行わなかったことは宅地建物取引業法に違反する。 （H21年－40）

専有部分の利用制限については説明をしなければならない。 ○答答
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v

理由の説明や発展的な
重要ポイント、問題解
決のための着眼点など
を記載しています。本
文とともにしっかり読
み進んでください。

コメント

今年の本試験でそのまま出題され
てもおかしくない過去の本試験の
問題を掲載しています。各チェッ
クシート学習の締めくくりとして
自分で解いてみましょう。

この過去問に注意

直近に法改正が行われ、
その内容が今年の本試
験から出題範囲となる
箇所です。

法改正
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前フォーカスフォーカス前フォーカスフォーカス前フォーカス直直直

民法・区分所有法その他1日目

1

　制限行為能力者制度は、Ｈ17年、Ｈ23年、Ｈ28年に出題されている。第三者と
の関係は、意思表示や解除、対抗要件等の論点と絡めて出題される可能性がある
から、善意の第三者にも取消しが対抗できる点に注意したい。

原則 例外

未成年者 単独でできない
（取り消しうる）

◯◯❶

①取消し　　　　　　　　　　　　
②単に権利を得、義務を免れる行為
③身分行為 単独でできる
④許可を受けた営業
⑤処分を許された財産の処分

成年被後見人 単独でできない
（取り消しうる）

①取消し
②日用品の購入 単独でできる
③身分行為

被保佐人 単独でできる ①元本の領収・利用
②借財・保証
③不動産その他重要な財産に関する
　権利の得喪を目的とする行為
④訴訟行為
⑤贈与、和解又は仲裁合意　　　　　　

単独で
できない
（取り消
しうる）

⑥相続の承認・放棄・遺産分割
⑦贈与・遺贈の拒絶・放棄又は負担付
　贈与・負担付遺贈の承認
⑧新築・改築・増築・大修繕
⑨短期賃貸借の期間を超える賃貸借

被補助人 単独でできる 上段①～⑨のうち補助人の同意が必要とされた行為
は、単独でできない（取り消しうる）

1 未成年者であっても婚姻したときは、成年者として扱われる。つまり、単独で有
効な契約をすることができる。

前フォーカスフォーカス前フォーカスフォーカス前フォーカス直直直

制限行為能力者
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●保護者の権限 ○…有する　×…有しない　△…審判により付与　※…同意権を取得すると付与

代理権 同意権 追認権 取消権

親権者 ○ ○ ○ ○

成年後見人 ○ × ◯◯❷ ○ ○

保佐人 △ ○ ○ ○

補助人 △ △ 　△※ 　△※

2 「成年後見人には同意権がない」＝「同意しても、まだ取り消せる」ということ
である。

●制限行為能力者の相手方の催告権

取引の相手方 催告の相手方 確答なき場合の効果

未成年者 親権者 追認

成年被後見人 後見人 追認

被保佐人 被保佐人本人 取消

保佐人 追認

被補助人 被補助人本人 取消

補助人 追認

●制限行為能力者の詐術

制限行為能力者自身が詐術を用いて取引をしたような場合、その法律行為は取り消すこ
とができなくなる。

 
成年被後見人が、成年後見人の同意を得て行ったマンションの賃貸借契約は、
取り消すことができない。 （H23年－ 5）

成年後見人には同意権がないので、同意しても有効とならず、取り消
すことができる。 ×

解ける覚え方 制限行為能力者が、自らが行為能力者であることを信じさせるた
め、制限行為能力者であることを黙秘していたことが、他の言動
などと相まって、相手方を誤信させ、又は誤信を強めたものと認
められる場合には、制限行為能力者はその行為を取り消すことが
できない。

解ける覚え方 制限行為能力者が、自らが行為能力者であることを信じさせるた
め、制限行為能力者であることを黙秘していたことが、他の言動
などと相まって、相手方を誤信させ、又は誤信を強めたものと認
められる場合には、制限行為能力者はその行為を取り消すことが
できない。

答答

制
限
行
為
能
力
者

1
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民法・区分所有法その他1日目

　意思表示では、善意の第三者の取扱いを絶対に注意しなければならない。無効
や取消しを対抗できるのか否かをしっかりと覚えよう。

●意思表示等

当事者間の効力 善意の第三者の取扱い

制限行為
能力者

取消し 取消しを対抗できる

公序良俗 無効 無効を主張できる

心裡留保 原則：有効
例外： 相手が悪意又は有過失の場合は

無効

無効を主張できない

虚偽表示 無効 無効を主張できない

錯誤 無効
ただし、要素の錯誤であること、表意
者に重過失がないことが必要
また、動機の錯誤は表示していること
が必要

無効を主張できる
解ける覚え方  錯誤者以外のものは原

則として無効を主張す
ることはできない。

詐欺 取消し
第三者詐欺の場合、相手方が悪意でな
いと取り消せない（つまり、相手方が
善意のときは取り消せない）

取消しを対抗できない

強迫 取消し
第三者強迫の場合、相手方の善意・悪
意に関係なく取り消せる

取消しを対抗できる

解除 解除 善意・悪意を問わず、登記を備えな
いと第三者は保護されない

今年のヤマ今年のヤマ

前前フォーカスフォーカス前フォーカスフォーカス前フォーカス直直直

意思表示
2
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●虚偽表示の無効

●第三者の詐欺

 
甲建物を所有するＡが、同建物をＢに売却する旨の契約がＡＢ間の通謀虚偽表
示により締結され、移転登記がされた後に、Ｂが、Ｃに甲建物を売却する旨の
契約をＣとの間で締結し、移転登記がされた場合に、Ｃが、Ｂとの契約の締結
時に、本件契約が通謀虚偽表示によることを知っていたときでも、Ａは、本件
契約の無効をＣに主張することはできない。 （H26年－ 1）

悪意の第三者に対しては、無効を主張することができる。 ×

Ａ Ｂ Ｃ
無効

売主 買主 善意の第三者

善意の第三者からは売却したものは取り戻せない！
（つまり、善意の第三者に取消しを対抗できない）

Ａ Ｂ Ｃ
無効

売主 買主 善意の第三者

善意の第三者からは売却したものは取り戻せない！
（つまり、善意の第三者に取消しを対抗できない）

Ａ Ｂ

Ｃ

売主 善意の買主

売買

相手方が善意の場合は取り消せない

詐欺

Ａ Ｂ

Ｃ

売主 善意の買主

売買

相手方が善意の場合は取り消せない

詐欺

答答

2

意
思
表
示
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民法・区分所有法その他1日目

　Ｈ22年～Ｈ29年まで、代理の規定、特に無権代理や双方代理や自己契約からの
出題が続いている。管理組合の管理者が代理の相手方となる場合に、どのような
要件を満たす必要があるのか注意しよう。

●代理の要件と効果

要件

代理権の存在 本人から代理人に対して代理権の授与があること。ないと無権代理
（◯◯❷）となる。
　※制限行為能力者であっても代理人になれる。

顕名 代理人が相手方に対して代理人であると示すことを顕名という。
　※顕名をしなかった場合

原則：代理人と相手方の間に契約の効力が発生。
例外： 顕名がなくても相手方が代理人であることを知ってい

た又は知らなかったことに過失がある場合は、本人と
相手方の間に契約が成立。

代理人の代理行為 代理人が相手方と契約をすることが必要となる。
代理行為の瑕疵（錯誤や詐欺等）については、原則として、代理人
を基準に判断する。 

1 ・ 代理の効果は、本人と相手方の間に直接発生する。つまり、代理人には、代金
の支払や商品の引渡しといった契約上の義務は発生しない。

・契約の取消権等は本人に帰属する。

今年のヤマ今年のヤマ

A

B C

（本人）
直接本人に効果帰属

①代理権の授与

②顕名

（代理人）
③代理行為

（相手方）

◯❶

A

B C

（本人）
直接本人に効果帰属

①代理権の授与

②顕名

（代理人）
③代理行為

（相手方）

◯❶

前フォーカスフォーカス前フォーカスフォーカス前フォーカス直直直

代　理
3

管理業務主任者合格るチェックシート.indb   6管理業務主任者合格るチェックシート.indb   6 2018/08/17   9:33:012018/08/17   9:33:01



7

民
法
・
区
分
所
有
法
そ
の
他

2 代理権を授与されていないのに、代理人として行動することを無権代理という。
無権代理は原則として無効である。

●自己契約・双方代理 ◯◯❸ ◯◯❹
自己契約 代理人が本人を代理して、自分と契約すること

双方代理 契約当事者の双方の代理人となること

3 自己契約・双方代理ともに禁止される。これに反した場合、無権代理となる。

4 ・ 債務の履行（単に代金を支うだけや登記申請手続等）の場合又は当事者の承諾
がある場合は有効となる。
・ 管理組合の管理者が行う自己契約・双方代理を有効とするためには、集会で承
認（承諾）を受ける必要がある。

●無権代理の相手方の権限

権限 要件 効果

催告 なし 本人に追認するか否かを催告でき
る。
確答なき場合、追認拒絶とみなされ
る。

取消し 善意であることが必要
本人が追認したときは行使できない

契約は遡って無効となる。

無権代理人
への責任追
及

① 相手方が善意無過失であることが
必要
② 無権代理人が制限行為能力者でな
いことが必要
③ 本人が追認していないことが必要
④ 相手方が取消権を行使していない
ことが必要

無権代理人に対して、履行の請求又
は損害賠償請求ができる。

表見代理 善意無過失で、本人の帰責性が必要 有権代理と同じになる。

 
ＡＢ間の売買契約の成立後に、マンションの一住戸甲についてＡからＢへの所
有権移転登記手続を行う場合、Ｃは、ＡとＢの双方を代理することができる。
 （H29年－ 4）

所有権移転登記手続は、債務の履行に該当するので、双方代理が認め
られる。 〇

答答

3

代　

理
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